


































































けシートベルトを装着すればよく、運転者席の横の乗車装置以外の乗車装置（後部座席）に乗車する場合にはいわゆる努力義務が課されていただけであった。した て、後部座席に乗車してい 者（児童含む）がシートベルトを装着していなかった場合でも基礎点数が減点されることはなかっ ものが、この改正により２００８年６月１日以降は後部に乗車している者（児童含む）がシートベルトを装着していなかった場合に 、反則点１点が科され































































社会的にみて常識的になっている まではい ないこと などを考慮す と、本件においてＸが後部座席でシートベルトを着用し いなかったとは え、それをもって過失相殺の事由とするこ は相当とは えない。 」とした。
　
チャイルドシート不装着（判決文では「非着用） ）につき、 「本件事故における衝撃の強さ、Ｙ車両の横転の事
実、同車の破損状況等を考慮にいれても シートベルトを着用していたＹが無傷であったことからみて、Ａ 乳児であるとしても、チャイルドシートさえ着用しておれば 傷害でとどまっ 可能性は否定できず、チャイルドシートの非着用がＡの死亡という結果 少なからざる影響を与えたことは否定できないと考えられる。






由として考慮するのが損害の公平な分担の理念に合致する 考えられる。この点、ＸはＹがチャイルドシート装着に非協力的であっ 、装着が不可能であった旨 主張するが、Ｘが一人で装着できないのであれば、Ｘの両親に手伝ってもらうなどして、装着することは可能であった
」のであるから、 「Ａにチャイルドシートを着用させなかっ
た点については、Ｘにも過失があったといえる」とし、 「ＸがチャイルドシートをＡ 着用させなかった点は過失といえ、その過失は本件事故によ Ａの死の結果発生に寄与してい といえるから、Ａの損害につき過失相殺すべきところ、ＸとＹとの各過失の態様その他上記認定事実を考慮すると、Ａの損害の一割を過失相殺するの 相当である。 」
また、ＹとＡとは親子である以上、親と子は生活関係上一体であるからＹに対して損害賠償すること 権利濫用














な関連性があると いえないとしているが、この表現だと、Ｘにも不法行為責任が成立しており、そ 上で共同不法行為の成立要件である客観的関連共同がな と判断しているとも受け取れる可能性 ある。したがって むしろ過失相殺における「過失」と不法行為成立要件としての「過失」 が質的に違うものであり、共同不法行為成立の



























うから、実務上問題となる は加害車両の運転者等との関係ということになり、同乗車両運転者が保護者以外の場合には、 の間にも過失相殺 問題が生じることになると述べた。
しかしながら、同乗車両運転者との関係においては、前述したように保護者等が同乗車両運転者であれば問題は
















一般に被害者側の過失については、いわゆるその範囲が問題となるところ、本事案においては被害者の母親（親権者）であるからこの点では問題は と ってよい。ところが、加害者 同乗 手であ 父 であり、婚姻中は原則として夫婦は共同して親権を行使すべき（８１８条）であるから、同人はこの点からすれば道交法上の義務と親権者として 義務とを負っ いることになるはずである。そうであるならば原則とし 共に被害者に対して親権者 して子の安全を確保すべき義務を負 いる者同士においては、そ 点につき基本的に互いを









きで ないように思われる。したがって、ＸとＹとの過失内容を比較し、同乗の経緯などの諸事情を考慮 た結果、被害者側の過失に関していえば、Ｘには過失相殺すべ 過失はなかったと て、チャイルドシート不装着による過失相殺を認めるべきではなかったと考える。
なお、判決文の文脈か拉するに、離婚調停中とのことであるから、前述したようにおそらくはＡがＸを引き取っ
て別居中であったのではないかと思われる。そうである らば そ 点をより強調すべきであったように思われる。
さらに進めて同乗車両運転者が被害者の保護者等でない場合を考えてみると、本事案の立場からすれば、母親と
共に幼児に対して安全を配慮すべき父親からの過失相殺の主張が認め れるのであるから、保護者以外が運転者あった場合には、同人からの過失相殺の主張はより認 られやすいということに ろう。
また、ＹはＸのシートベルト非装着によりＡが死亡したと争っているところ、Ｘがシートベルトを装着していた
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なお、ＸＹ間の夫婦関係が破綻に瀕している実態に即した判断であり、妥当な判断といえるが、破綻の認定には
とくに注意を要すると思われる。（３）大阪地判平成１５年９月２４日（交民集３６巻５号１３３３頁）【事案の概要】Ｘ（Ａの母）がＡ（２歳、男児、Ｘの子）および訴外Ｂ（Ａの姉）を普通乗用車（チャイルドシートおよびジュ
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どまった
こと、亡Ａは運転席の座席下の隙間に右半身を下にした横向きにうずくまるような格好で発見され、頭蓋
骨骨折、外傷性くも膜下出血の傷害を負い、救急搬送時に既に心肺停止状態に陥ったことが認められ、これらの事実によれば 亡Ａが、チャイルドシート 着装せず、大人が庇うことも出来ない位置に着席していなけ ば、本件事故の衝撃によって、頭蓋骨骨折、外傷性くも膜下出血の傷害を負い、短時間で心肺停止 至る いった最悪の結果を回避することができた
ものと認められる。
そして、亡Ａの親権者たるＸとしては、車両の走行に当たっては、かかる事態は全くの予測外の出来事ではない
のであるから、たとえ、亡Ａらが切望したとしても、幼児の機嫌が変わるの 待って、あるいは、他の乗車メンバーを交替す などして、チャイルドシートの設備されたＸ車に亡Ａを乗車させるか、訴外Ｚ車に乗車させるにしても、咄嗟 時には、二歳の亡Ａを大人が庇えるような座席位置になるよう、他の同乗者の座席位置を考慮するよう申し向けるなどの配慮をすべき監督上の義務 あったというべきである。
民法七二二条二項の被害者の過失には、被害者と身分上、生活関係上、一体をなすと認められるような者の過失
をも包含すると解されているところ、亡Ａの母親 あるＸが、上記関係にあることは明らかである。そして、亡Ａの死亡によって多大な精神的苦痛を受けているＸの過失を取り沙汰することは 心情的にはしのびないが ・・・亡Ａに同伴していたＸの監督上の過失を斟酌しないということは、不法行為によって発生した損害を加 者と被害者との間 公平 分担 いう民法七二二条二項 趣旨 反するというべきである。もっとも、減額率については、 ・・・Ｙの過失の重大性に鑑み、五％とするのが相当である」 した。【検討】本事案においては、チャイルドシートを装着させる義務を負っている者、すなわち被害者が同乗していた車両の
129 ―― チャイルドシート不装着による過失相殺再論
運転手が両親等ではなく、被害者の叔父という親族関係はあるものの、被害者側の過失を認めることができるかどうか微妙な立場の者が義務者である点、親権者たる母親は二台連ねた別 車両を運転しており、しかも当該車両にはチャイルドシートおよびジュニアシートが装着済みであったという点、被害者が同乗していた車両にはチャイルドシートを装着するため 装置が かったという点、加害車両運転手の過失を考慮して５％の過失相殺を認めた点に特徴がある。
そもそも道交法上のチャイルドシート装着義務については、前述したように例外的に装着の義務が免除されてい

























い幼児を乗車させるとき。 」 、同令第４号では「著しく肥満していることその他の身体の状態により適切に幼児用補助装置を使用させることができない幼児を乗車させるとき。 」
 、同令第５号では「運転者以外の者が授乳その他の
日常生活上の世話（幼児用補助装置を使用させたまま 行うことができな ものに限る。 ）を行っている幼児を乗車させるとき。 」 、同令第６号では「道路運送法第３条第１号に掲げる一般旅客自動車運送事業の用に供される自動車の運転者が当該事業に係る旅客である幼児を乗車させるとき。 」 、同令第７号では「道路 法第８０条第１項ただし書 規定による許可を受けて人の運送の用に供される自動車（特定の者の需要に応じて運送の用に供されるものを除く。 ）の運転者が当該運送のため幼児を乗車させるとき。 」 、同令第８号 は「応急 救護 ため医療機関、官公署その他の場所へ緊急に搬送する必要がある 当該搬送のため乗車させるとき。 」と規定されているが、３号と４号は１・２号と同様 使用が不可能な場合 考えられる。６・７・８号については、どのような者が乗車するか予想できないことからすれば、物理的に不可能とまではいえ までも期待可能性が極め 低い場合と考えられる。これに対して５号は、一次的なやむを得ない場合であって、他の号とは趣を異にす 内容である。
思うに、同令第１～２号に規定されている物理的に装着できない場合（前述したように３・４号もこれに準じる




る車が併走していたのであ からそちらに乗せるべきであった ②非装着車に乗せる であれば大人が庇え 状態にすべきであったと う二段構えの論法をどう解釈する によ て過失相殺が認められ か認め ないかにつき
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結果が大きく異なってくることになりそうである。
この点につき、裁判所の判断は、①でも②でもどちらでもいいから当該措置を講じていれば死亡という結果を回




同令６～８号については、１～４号 物理的に不可能な場合に準じた考え方 よいように思われる。同令５号については、日常的にやむを得ない場合でありしかも一時的なものであることか すると、このような
一時的な場合に事故が発生したというのは極めて稀な場合に属する ろうから このような場合に過失相殺を認めるのは酷であるといわざるを得まい。したがって、この あっては、授乳や子供をあやす ど 行為を行っていることが予想されるため、次善の策を講ずる余地はないと考えられ から 原則的に過失相殺が認められなと考えて良い では いだろうか。
これらをまとめて一般的にいうならば、チャイルドシートを装着することが物理的に期待できない場合ないしは



















者のシートベルト不装着をもって 過失相殺の修正要素とすべきではない とした。【検討】本事案では、チャイルドシート不装着につき、 「被害車両の過失割合に一〇を加算」した点、シートベルト不装
着につき、 「道路交通法上の努力義務にすぎない後部座席同乗者のシートベルト不装着をもって、過失相殺の修正要素とすべ ではない」とした点に特色がある。
ところで、過失相殺における被害運転者の過失と同乗者に対する被害者側の過失とは、被害者の損害が異なるう
え、理論的根拠も異なることから本来別個 認定され べきも である。しかしながら、Ｘ１車 過失割合にチャイルドシート不装着により１０％を加算 ということは、チャイルドシートとは関係な Ｘ１の損害自体についても１０％を減額するということになる。となる 、このことは を装着する義務があ Ｘ１に対し、義務違反をしたことで１０％が上乗せされたということになろう。そ そも、チャイルドシート不装着による
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るためのものであり、 ずれも装着していなかった場合に 原則とし 過失相殺が認められることに異論はないといってよいだろう。
とはいえ、道交法により法的に義務化されている場合にあっては減額が認められることに異論はないといってよ
いが、義務が努力義務の段階にとどま 場合であったり、そもそも法的に義務化されていなかったりした場合 は減額が認められるかどうかについては争いがあった。今日 おいてはいずれ 法的に義務化されており、この手の争いの余地はなくなったが、こ 問題は前述した法的に義務が免除された場合 減額が う かという問題とも密接に関係してくる問題である。努力義務に過ぎない場合に を認めな の らば、 然 を免除されている場合に減額が認められないことは至極当然のこ になるから る。
ちなみに、シートベルトやヘルメット不装着の場合にあっては、法的義務になっているかどうか、努力義務かど
うか、義務化されて ない等について、過失相殺を認めるか うかにつき裁判例の判断は区々であるといってよ















ならば、いくら装着率が低いとは え、本事案の結論には首肯しにくいところがあるといえよう。（５）小活これらの裁判例を検討した結果からわかることは チャイルドシートが法的に義務化される以前から過失相殺 （被














であるが、これを定型的に基準化するには裁判例が積み重ねられ が必要である。そのためにも一 でも多くの裁判例が公刊さ ることを願ってやまない
そもそも、チャイルドシート不装着による 相殺（被害者側の過失）の問題は、幼児ないし児童といういわば
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３１巻６号１９１５頁（１９９９年） 、大阪地判平成７年１月３１日交民集２８巻１号１４７頁（１９９６年）等。19 　 大阪地判平成１２年 月２ 日交民集３３巻１号（２００１年）１０９頁、大阪地判平成１１年１１月８日交民集３２巻６
号（２０００年） ７６２ 、岡山地判平成１０年１０月２９日交民集 巻５号（１９９９年）１６０５頁、名古屋地判平成１０年２月 ８日交民集３１巻１号（１ ９９年）２３３頁等多数。20 　 前稿では、 ヘルメットは「不着用」 、 チャイルドシートは「不使用」の言葉を用いたが、 本稿で取り上げる裁判例などでは「不
装着」の言葉が用いられており、実説的には用 なかったことが重要 のであって、用語にさほど拘泥 必要は と思われるので、本稿では「不装着」を用 る とにす 。21 　 ヘルメット不装着の例であるが、 拙稿「ヘルメット着用の有無による過失相殺 （東京経営短期大学紀要第 ４号・２ ０６年）













るはずであるが、事故におけるＹの事情（故意ではないが非常に過失が重い場合）によっては権利の濫用として認めないという可能性もあるように思われる。そうな と、実質的にＸはＡの財産すべてを相続できることになり、より一層意義があることにな 。29　 前稿ではこの点につき検討していなかったため、本事案をベースに検討を加える。
30 　
 なお、４点・５点式のシートベルトは車両運送法上の保安基準 適合せず、車検を通らない場合があ ことに注意する必要
がある。31 　 道路運送車両の保安基準が改正され、１９６９ （昭和４４年）４ 日以降国内で生産された普通乗用車（定員１０人以
下、 軽自動車を除く）は運転席にシートベルトの設置が義務付け れている（軽自動車につい は同年１０月１日生産車 ら） 。したがって、今日シートベルトの設置を備えていない四輪自動車はさほど多くないといえる。32 　 シートベルトやヘルメットの場合における裁判例につ ては 前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相
殺」および前掲・注（２１） ・拙稿「ヘルメット着用の有無による過失相殺」参照。33 　 無論、本件のようにチャイルドシート装着車が併走していなくとも、 とえば出発の段階で装着車を選択できるような事情
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36　
 とくに、前掲・注（１３） 「後席シートベルトの着用効果に関する調査研究報告書」６～２２頁参照。
37　
 前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１１３～１１９頁。
38　
 前掲・注（７）参照。
